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中期経営計画策定に関するお知らせ 

積極的な技術者採用で業容拡大 

５ヶ年で売上高 2.5倍・利益 5.5倍規模への成長を目指す 

 

当社は 2013 年９月期～2017 年９月期までの５ヶ年中期経営計画を策定致しましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

記 

１．市場環境 

（１）慢性的な人材不足 

当中期経営計画では、コア事業である、建築現場への施工管理技術者派遣を主とする「建築技術者派

遣事業」に経営資源を集中させ、徹底した人材採用・営業力の強化により、首都圏の建築現場を中心と

する旺盛な人材ニーズに対応し業容拡大を図ります。 

建設業界では、かつての高度成長期に、正社員を大量採用しながら成長・拡大してきました。しかし、

バブル経済崩壊後の、公共事業の減少、設備投資の手控え等による急激な建設需要の落ち込みを受けて、

新規採用を抑えてきたという背景があります。現在、団塊の世代が定年退職の時期を迎え、建設業界で

は、３人に１人が 55歳以上という深刻な老齢化、さらには若手入職者の減少と、慢性的な人材不足とい

う問題を抱えており、若手技術者の採用・育成が急務となっております。 

 

（２）緩やかな回復を見せる建設投資 

一方で、民間建設投資に関しましては、2007年の建築基準法改正、2008年のリーマン・ショック後の

停滞期から、住宅ローン減税や消費税増税前の駆け込み需要等の材料を追い風に、建設投資額および住

宅・非住宅着工数等の各指標は、2010年を底とし、緩やかな回復を見せております。 

特に首都圏においては、人口流入超の継続、築年数 40 年以上の住宅増加による建替需要、震災に備え

ての耐震補強需要、高齢社会によるバリアフリー化需要等、建設需要は今後も増加傾向にあると見込ん

でおります。さらに、東北復興需要の本格的な顕在化はこれからであり、東北地方での建築工事は今後

数年間継続されると予想しております。 

 

  



（３）当社の固有性 

建設技術者派遣業界のビジネスプレイヤーには、大手ゼネコングループの関連企業、人材派遣会社の

一事業部、そして個人設計事務所等といった企業が存在いたしますが、当事業を専業とし、かつ、正社

員として 1,000 人以上の技術者を派遣している企業は当社のみであります。現在、当社がお取引させて

いただいている建設会社は約 750 社にのぼり、特定の企業や特定のグループに依存することなく事業を

展開しております。 

若手技術者を正社員として雇用・教育し、1,000 人を超える規模で派遣することができる当社のシステ

ムは、20 年以上に及ぶ実績とともに、顧客企業との信頼関係を着実に構築してきた結果です。今後見込

まれる、建築技術者派遣ニーズに、存在感を持って対応する環境が整っていると認識しております。 

 

２．経営戦略 

このような、「建設業界の技術者不足が深刻化する中、建設投資は緩やかな回復基調」という業界構造が、

当中期経営計画の背景となっており、建築需要並びに、建築現場への若手人材の派遣ニーズは今後数年、高

い水準で継続するものと見込んでおります。当社はその需要を確実に取り込むべく、積極的な人材採用を行

ってまいります。今後５年間、毎期新卒 500 人以上・中途 200 人以上の採用を目標とし、技術者数を 500

人ずつ純増させていくとともに、営業部門も更なる充実を図ることにより、首都圏を中心とする旺盛な建築

現場への技術者派遣ニーズを確実に獲得し、業容拡大を目指してまいります。 

なお、建設業界に従事する高齢技術者が、当社の想定を超えて退職をむかえた場合、並びに東北地方を中

心とする復興需要が本格的に顕在化してくる段階では、更に採用人数を増やしていく必要があります。また、

人材派遣事業は規模の大きさがメリットに繋がる為、成長手段として人材派遣事業におけるＭ＆Ａを経営戦

略上の重要な選択肢のひとつとして位置づけております。 

当中期計画では、「当社の想定を超える高齢技術者の退職による採用計画の上積み」「東北復興需要の本格

化に伴う更なる採用計画の上積み」「Ｍ＆Ａに伴う上積み」を含んでおりません。今後の見通しに変化が生

じた場合、改めて修正計画を開示させて頂く予定です。 



【中期経営計画のポイント】 

１．「建築技術者派遣事業」に経営資源を集中 

  ・人材戦略  ： 年間採用計画 新卒 500 人以上・中途 200人以上＋営業部門強化  

  ・エリア戦略 ： 首都圏での更なる業容拡大＋復興需要に備えた東北地方強化 

 

 2012/9期実績  2017/9期 増減率 

売上高 10,982百万円  27,000百万円 145.9％ 

経常利益 1,295 百万円  7,150 百万円 451.7％ 

当期純利益 738百万円  4,050 百万円 448.3％ 

一株当たり純利益/EPS 12.62 円  69.18 円 448.2％ 

自己資本利益率/ROE 40.4％  40.0％ 40％以上 

 

２．株主還元政策 

  ・事業の成長および一株当たり純利益の向上を最大限意識した経営を行ってまいります。 

  ・成長戦略を考慮しつつ、毎期増配の方針といたします。 

・機動的な自己株式の取得を行ってまいります。 

 

３．５ヶ年中期経営計画 

（１）【連結】主要経営指標                          （単位：百万円） 

 2013/9期 2014/9期 2015/9期 2016/9期 2017/9期 

売上高 13,500 17,000 20,500 24,000 27,000 

 成長率（前期比） 22.9％ 25.9％ 20.6％ 17.1％ 12.5％ 

経常利益 2,200 3,550 4,800 6,000 7,150 

 成長率（前期比） 69.8％ 61.4％ 35.2％ 25.0％ 19.2％ 

経常利益率 16.3％ 20.9％ 23.4％ 25.0％ 26.5％ 

当期純利益 1,300 2,050 2,750 3,400 4,050 

一株当たり純利益/EPS 22.21 円 35.02 円 46.98 円 58.08 円 69.18 円 

自己資本利益率/ROE 51.5％ 55.6％ 50.6％ 44.3％ 40.0％ 

      

（２）【建築技術者派遣事業】主要経営指標                   （単位：百万円） 

 2013/9期 2014/9期 2015/9期 2016/9期 2017/9期 

売上高 9,000 12,000 15,500 19,000 22,000 

 成長率（前期比） 39.1％ 33.3％ 29.2％ 22.6％ 15.8％ 

経常利益 1,950 3,150 4,350 5,550 6,650 

年間採用人数 800人 811人 890人 915人 828人 

期末技術者数 1,600 人 2,100 人 2,600 人 3,100 人 3,500 人 

※１．一株当たり純利益＝当期純利益÷議決権株式数（2012年９月 30日現在：58,540,955 株） 

２．自己資本利益率＝当期純利益÷自己資本（期中平均） 

３．自己資本＝純資産－少数株主持分－新株予約権 

以  上 
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